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          構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

    埼玉県志木市 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

    志木市地方自立特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

志木市 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

    本市は、埼玉県の南西部に位置し、さいたま市と荒川を隔てて接するとともに、都心 

から２５キロメートル圏、池袋から東武東上線で２０分という交通の利便性に恵まれて 

いる。 

人口は現在約６７，０００人、面積は９．０６平方キロメートルと小さく、地形は台 

地と低地で構成され、昭和４０年代以降の急激な都市化の進展による人口増加も近年に 

なり沈静化している。 

  古くは、新河岸川の舟運を中心とした中核的な商業の町として発展してきたが、最近 

では、商業都市の性格に加え、首都近郊の住宅都市としての性格をいっそう強めている。 

  これまでは、都市機能の充実した快適な環境の整備に努めてきたが、今後は人と人と 

のふれあい、さらには、自然とひととのかかわりを大切にした、快適環境都市としての 

発展が期待されている。  

    しかしながら、現在の厳しい社会経済状況、少子高齢化の進展、市民ニーズの複雑・ 

多様化など、本市を取り巻く状況はたいへん厳しいものがある。 

    こうした中で、本市は、少子高齢社会及び国の財政悪化と健全化の推進並びに地方行 

政体と市民との乖離の現状を積極的に受け止め、地方自立計画を策定し、右肩上がりの

２０世紀型システムから 右肩下がりの２１世紀型地方運営システムへの転換を図ろう

としているところである。 

 

５ 構造改革特別区域の意義 

  志木市が目指す２１世紀型地方運営システムは、「まち」を形成した原点である「村 

落共同体」を思い起こし、「市民が市を運営する」ことを原点に市の業務を市民（行政 

パートナー）及びＮＰＯに委ね、サービスの対価として支払った「市税」の一部を市民 

（行政パートナー）に還元することによって、市民全体が活力のある、元気でやさしい 

ローコストの志木市を確立するものである。 

  市民と市との一体化を図ることにより、濃密な地域コミュニティを創造し、憲法が保 

障する「地方自治の本旨」である真の「住民自治」を実現するとともに、地方自身の創 

意によって財政的にも自立する志木市を構築するものである。 
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また、基礎的自治体（市町村）は、「公務員」によって運営されるという前例を崩し、

新しい時代に対応する「第３の組織（市民との協働）」による運営を構築するもの で

ある。 

    なお、行政パートナーは、単なる労働力ではなく、市民自らが市を運営することを理 

念とし、地方自立計画に参画する市民公益活動団体を「行政パートナー」と位置づける 

ものである。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

平成１５年２月に地方の自立を目指して「志木市・地方自立計画」を策定したが、こ 

の計画は、長引く不況や少子高齢化により、税収や地方交付税等が減少しても行政サー 

ビスを向上させ、少子高齢化社会に十分対応できる「元気で自立するまち」を構築する 

もので、「市民と協働」して運営する「日本一あたたかい、ローコスト、ローランニン 

グコスト」の「街」を目指すものである。 

   この計画を推進していくため、市職員の退職に合わせ、市民自らが市を運営すること 

を理念に行政パートナーを導入していくが、行政パートナーは、単なる労働力として参 

画するのではなく、いつまでも、だれもが安心して暮らせる「ふるさと志木市」を築く 

ために、自らのもつ経験や知識あるいは時間的ゆとりを活用し、公務を担うという「社 

会貢献活動」と位置づけるものである。 

行政パートナーの導入は、市民との協働による行政サービスが、地域にとって必要な 

行政サービスを根本から見直し、新たなサービス提供体制を市民と行政が一体となって 

構築し、地域が本来のコミュニティを再編し、自立を目指すものである。 

なお、行政パートナーは、市の業務を受託する団体の構成員の名称であり、市と直接 

雇用関係を結ぶものではない。 

本市では、地方自立計画が効果的・効率的に進行するよう計画の進捗度合いに応じて、 

行政組織を見直し、職員定数を削減していく。しかし、退職者不補充で、職員の削減を 

行っているので、行政パートナーを導入する所属が職員の削減を行うが、行政パートナ 

ーへの事務の委託と職員の減に応じた事務量が合致しない場合も発生するので、事務の 

継続性などを考慮し、市民サービスに支障を来すことになるので、職員減に対応する事 

務量に応じた行政パートナーを導入するまでの間、臨時的任用を１年を超えて活用する 

ものである。 

  臨時的任用は、事務や市民サービスに支障を来すことを未然に防止する観点から考え 

ているが、現行制度における臨時的任用は、最長１年と定められており、複雑多様化す 

る業務を１年ごとの更新による対応では、投資に見合った効果は、期待できない。少な 

くとも職員の人事異動が３年～４年であることを考慮すると、３年は同じ人に事務を担 

当してもらうことが、少子高齢社会に対応する右肩下がりの自治体運営を掲げた自立計 

画にそったものであり、臨時的任用の期間の延長は、計画の一方策でもある。 

なお、地方自立計画の平成１８年度までの第１期では、４６人の職員を削減し、６９ 

人の行政パートナーを導入し、１６４業務を委託するが、１１所属に延べ３８人の１年 

を超える臨時的任用の活用を予定している。 

地方自立計画では、計画最終年度（平成３３年）までに、職員３４６人の退職に合わ 
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せ、５２３人の行政パートナーの導入を目指し、職員定数も現在６３７人を３００人程 

度に削減していくものである。また、行政パートナーに委託する業務も計画最終年度ま 

でに８４２業務を予定している。なお、地方自立計画を３年ごとに見直ししていくが、 

計画の成長度合いに応じて、組織について、市民に分かりやすいように、現在市長部局 

の５部を管理部と事業部の２部に改廃していくものである。 

 

  ○期別ごとの職員退職者数、行政パートナー導入数及び委託対象業務数 

   区分  職員退職者数   行政パートナー導入数   委託対象業務数 

   第１期      ４６人         ６９人      １６４ 

参 

 

考 

 第２期 

 第３期 

 第４期 

   １０３人 

   １２０人 

     ７７人 

      １５５人 

      １８２人 

      １１７人 

     ２０９ 

     ３２８ 

     １４１ 

   合計    ３４６人          ５２３人       ８４２ 
  ＊第１期は平成１５年度～平成１８年度、第２期は平成１９年度～平成２３年度、 

    第３期は平成２４年度～平成２８年度、第４期は平成２９年度～平成３３年度 

   

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

自立計画を導入し、新規職員の採用を２０年間凍結することにより、退職者分を欠員 

補充したときと比較すると、約６７億円削減でき、その額を市民サービスへの還元が可 

能となり、経済的社会的効果は大きい。なお、自立計画の第１期で。職員を４６人削減 

することにより、累計で約３億８，０００万円の削減が見込まれる。 

また、行政パートナーの経費についても、計画最終年度までの累計で約６７億円を高 

齢者や主婦などの行政パートナー約５００人に対し支払うこととなるので、高齢者や主 

婦などのある意味では雇用も促進でき、広い意味でのワークシェアリングとも考えられ、 

その経済的社会的効果は大きい。第１期では延べ６９人の行政パートナーに対し、約２ 

億４，０００万円支払われる見込みである。 

今回の申請に関わる自立計画の第１期で延べ３８人の臨時的任用を予定しているが、 

新規採用職員と臨時的任用の人件費を比較すると、年間１人あたり約２００万ほどの人 

件費が節減できるので、約７，６００万円にも達し、きびしい財政状況の中での財政運 

営に寄与できるものである。 

行政パートナーを導入することによる効果については、市民は自ら必要とするサービ 

スについて、自ら考え、自ら参画、協働するなかで業務に関わっていくので、自己責任 

に根ざした地域社会の構築が望め、新たな市民ニーズに基づくサービスについても、満 

足できる内容のものを受けられるようになっていくことと確信するものである。 

 

８ 特定事業の名称 

    地方公務員に係る臨時的任用事業 
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９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す 

る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

 

  志木市では、今後の少子高齢社会において、経費のかからない簡素で効率的な行政運 

営への指針を示した「地方自立計画」を平成１５年２月に策定し、その効果を促進する 

ため、構造改革特区第１次、第２次提案において、地方公務員の勤務条件の弾力化や任 

期付職員採用法の拡大、臨時的任用期間の延長などを提案してきた。 

 

○地方自立計画 

  平成１５年２月に志木市が策定した計画で、国の財政状況の悪化や少子高齢化が進み、

税収や地方交付税が減少しても、現状の行政サービスを維持し、だれもがいつまでも安心

して暮らせる「ふるさと志木市」、「元気で自立する、あたたかいまち」を市民（行政パ

ートナー）と市が協働して築いていくための計画である。 

○行政パートナー 

  登録された市民公益団体（主に市内を拠点にして、自発的かつ自主的に営利を目的とし

ない社会貢献活動をしているＮＰＯ法人やボランティア団体など）のうち、実際に市と業

務委託契約を締結し、業務を実施する団体の構成員をいう。なお、市は行政パートナーと

行政パートナーシップ協定を締結するものである。 

  その役割として、①市民の視点から幅広い市民の意見や要望に耳を傾ける。②積極的に

企画提案をすること。③市民に協働の必要性を周知する。④個人のプライバシーを守る。

⑤業務終了後、効果と課題を整理して報告する。がある。 

○行政パートナーシップ協定 

  行政パートナーと市は、業務の推進について、その効果を最大限発揮するために、役割

分担や相互協力の内容などを定めた協定を締結する。 

○市民提案の拡大 

 行政パートナーの役割の一つとして、積極的に企画提案をすることがある。そういった

提案を取り入れ、市民との協働による市政運営を展開していくことが、活力と魅力に満ち

た自立する都市の創造に資するものである。 

○ワークシェアリングの拡大 

 行政パートナーの導入が、有給の労働を市民と分かち合い、雇用の創出につながるもの

である。また、同時に高齢社会における、行政では提供困難な市民の多様なニーズに応え

るＮＰＯやボランティア団体等の特性を活かした活動を促進することにもつながるもので

ある。 

○地方公務員の勤務条件の弾力化の提案 

 地方自立計画を一層効果的に推進するため、職員の希望により、週休３日から６日制と

し、給与及び退職手当を減ずる措置を講ずるとともに、それに伴い兼業禁止を除外とする

勤務条件の弾力かを提案しているものである。 

○一般職の任期付職員の要件の拡大の提案 

 現在、一般職として５年以内で任期を定めて任期付の職員の採用ができるが、その要件

が高度の専門的知識等と限定されているので、なかなか市レベルでは要件に合致しない。
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そのため、その要件について緩和し、簡素で効率的な自治体運営を行うため、民間の職務

経験者を任期付で採用できるよう、提案しているものである。 

 

  また、同様の目的の下、第３次提案において、議会改革を含む市町村長の廃止や、地 

方自治法、その他の法律で必置とされている収入役の職務の兼掌や教育委員会制度の廃 

止、農業委員会制度の廃止など、地方自治体が、自らの地域の特色や実情に応じて選択 

できる自治制度への転換を提案してきた。 

  さらに、経済の縮小が余儀なくされる少子高齢社会にあって、限りある財源をより効 

果的に活用できるよう、複数年度予算の導入や、既存公共施設を時代の要請に応じて弾 

力的に利用できるよう、行政財産の貸付範囲の拡大などを提案し、「小さな政府」を構 

築すべく取り組んでいる。 

   なお、本市の提案が認められれば、積極的に構造改革特別区域の申請を行っていくも 

のである。 
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別紙 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業の内    

容、実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例措置の内容 

 

１ 特定事業の名称 

    地方公務員に係る臨時的任用事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

    志木市 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

    平成１６年４月１日 

 

４ 特定事業の内容 

地方自立計画は、市や町が形成された原点に立ち帰り、「市民と協働」して運営する 

「日本一あたたかい、ローコスト、ローランニングコスト」の「街」を目指す長期的な 

「地方の自立」を目指す計画であり、計画達成後（平成３３年度）には、市職員約３０ 

０人、行政パートナー約５００人で市を運営していくことになる。また、組織について 

は、市民に分かりやすいように、例えば、管理部、事業部の２部体制について、検討し 

ていく。そして、さらに将来、計画の最終目標として、公選による市長と議員及び行政 

の公平性を維持する市職員３０～５０人以内で構成する「小さな自治体」を構築するも 

のである。 

なお、地方自立計画は４期からなるが、第１期となる平成１５年度から平成１８年度 

においては、職員数では４６人の減、行政パートナーの導入は６９人を予定している。 

第１期においては、行政パートナーを段階的に、市民総合センター、公民館、図書館等 

の施設に配属するとともに、公園・道路などの維持管理委託業務にも導入し、行政パー 

トナーの適応及び市民の反応を検証していく。 

行政パートナーは、単なる労働力として参加するのではなく、いつまでも、だれもが 

安心して暮らせる「ふるさと志木市」を築くために、自らのもつ経験や知識あるいは時 

間的ゆとりを活用し、公務を担うという「社会貢献活動」と位置づけるもので、市では 

業務を担う行政パートナーからの提案等も積極的に受け入れることとし、事務改善等を 

図っていく。 

  この提案は、そうした過程の中で、計画をスムーズに推進し、市民サービスを低下さ 

せないための一方策である。 
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  ○期別ごとの職員退職者数、行政パートナー導入数及び委託対象業務数 

   区分  職員退職者数   行政パートナー導入数   委託対象業務数 

   第１期      ４６人         ６９人      １６４ 

参 

 

考 

 第２期 

 第３期 

 第４期 

   １０３人 

   １２０人 

     ７７人 

      １５５人 

      １８２人 

      １１７人 

     ２０９ 

     ３２８ 

     １４１ 

   合計    ３４６人          ５２３人       ８４２ 
  ＊第１期は平成１５年度～平成１８年度、第２期は平成１９年度～平成２３年度、 

    第３期は平成２４年度～平成２８年度、第４期は平成２９年度～平成３３年度 

   

市は、各期別の委託対象業務を洗い出して、前年度に翌年度委託する業務を市民に示 

し、受託可能な団体があれば行政パートナーを導入していくこととするが、各期別の職 

員退職者数と委託する業務量とは、必ずしも一致するものではないので、委託できた所 

属の職員を再配置するが、それでもなお調整できない事態が発生し、例えば、職員が１ 

人減となっても行政パートナーに委託する事務が０．５人である場合、残りの事務を他 

の職員が行うことになり、その所属の事務の継続性や市民サービスに支障を来すことを 

考慮し、次の行政パートナーが導入されるまでの間（第１期内または第２期）、その所 

属に１年を超えた臨時的任用の活用を図るものである。地方自立計画の各期別の各所属 

の委託対象業務と職員減との対応が一致しないためである。 

例えば、市民活動支援課で第１期の平成１７年度から平和のかたりべ、国際交流サロ 

ン、外国版ガイドマップ、地域間交流事業を行政パートナーに委託し、この事務が職員 

１人分の事務に対応しない場合でも、職員１人を減するので、早くても第２期の平成１ 

９年度の行政パートナーの委託まで、１人の臨時的任用の活用を図るものである。 

  第２期、第３期、第４期においても、同様に１年を超える臨時的任用の活用を図るも 

のである。 

なお、第１期においては、すでに平成１５年８月１日より、市庁舎総合受付業務（か 

けはしの会１３人）、郷土資料館管理運営業務（郷土資料館の会１１人）、いろは遊学 

館受付業務（ゆうがくの会１６人）を行政パートナーに委託し、人事異動に合わせ、各 

所属から職員１人合計３人の削減を行い、制度改正などで多忙となった他の所属に再配 

置した。 

現在、市庁舎総合受付業務は行政パートナーが担っているが、職員が担当していたと 

きよりも、行政パートナーが退職者や主婦なので、来庁者から、市役所の敷居が低くな 

り、入りやすくなったとの声がある。 

今年度については、職員１人の減に対応する業務の委託であったので、臨時職員は採 

用していない。今後も職員の減に対応する委託であれば、臨時職員は採用しないもので 

ある。 

  １年を超え３年になっても、行政パートナーが導入できない場合は、臨時的任用でな 

く、行政パートナーを導入した所属の職員の再配置で対応するものである。 

  第１期（平成１５年度から平成１８年度まで）で、行政パートナーに事務を委託可能 

な事務（詳細は、別添自立計画第１期対象業務及び職員の減 参照）は、２２所属の１ 
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６４業務であるが、行政パートナーの導入が職員減の事務量に対応できないケースが、 

第１期で１１所属考えられ、延べ３８人の臨時的任用を第１期内又は第２期の行政パー 

トナーの導入までの間、活用を図るものである。 

今回は自立計画の第１期における委託対象業務について、年度ごとに作成し、職員の 

減及び臨時的任用の人数を計画したが、第２期以降においても、順次その計画を作成し 

ていく。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

構造改革特別区域法第２０条（地方公務員法の特例）第３号 

    地方自立計画は、「市民と協働」して運営する「日本一あたたかい、ローコスト、ロ 

ーランニングコスト」の「街」を目指す長期的な「地方の自立」を目指すものであり、 

  この計画は、ある意味では大胆な定員適正化計画でもある。 

  職員を削減しながら職員を再配置して、職員定数の削減（実職員数６１９人→３１０ 

人）や組織の改廃（市長部局５部→２部）を計画の成長度合いに応じ見直していくもの 

であり、行政パートナーと協働して市民サービスを提供していくが、事務を委託し職員 

を減していくが、その職員減に委託する事務量が対応しない場合、地方自立計画がスム 

ーズに進行できるよう、事務の継続性や市民サービスを低下させないために、次の行政 

パートナーの導入（第１期内又は第２期）までの間（職員の減に伴う事務量に対応する 

行政パートナーの導入まで）、臨時的任用を１年を超えて活用するものである。 

このようなことが、構造改革特別区域法第２０条第３号に規定に該当するものと考え 

るものである。 

ただし、地方自立計画がスムーズに進行できるようであれば、臨時的任用については、 

原則どおり、１年を超える任用はできないものとする。 

  臨時的任用の適正な実施を確保するための必要な措置として、臨時的任用職員の特例 

に係る職員数などの公表（広報紙及びホームページ）や職員の分限に関する条例の対象 

としての追加などについても実施していく。 

 



地方自立計画第１期対象業務及び職員の減

事務分掌 業務名 年間時間数 所管課 １５年１６年１７年１８年１５年 ６年 ７年１８年 他業務第２期委託
その他教育の充実と振興を図るために必要な事業に関すること 国際理解教育ボランティア 115 ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
未整備水路の機能管理に関すること 未整備水路の維持管理業務 428 下水道課 1 1 1 1
公共下水道施設の整備、維持管理に関すること 中継ポンプ場植栽管理 43 下水道課
公共下水道施設の整備、維持管理に関すること 幹線水路維持管理業務 500 下水道課 1 1
地域教育の活性化及び教育改革に関すること いろはカッパ応援団（小学生泳力向上支援 52 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること 志木っ子アカデミー賞業務 155 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること 小動物飼育アドバイザー 15 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること 学校ふれあい推進員配置事業 36 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること 中３ﾁｭｰﾀｰ 54 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること リカレントスクール 72 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること 小中学校教育「学力向上支援」事業(ラーニングサポートプラン） 52 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること 学校週５日制 182 学校教育課
地域教育の活性化及び教育改革に関すること 福祉教育アドバイザー 6 学校教育課
障がい児教育に関すること 特殊学級介助員 10 学校教育課
児童生徒の交通安全教育に関すること 交通指導員 142 学校教育課
青少年教育に関する企画及び推進に関すること 青少年育成市民会議 106 学校教育課
青少年教育に関する企画及び推進に関すること 青少年育成推進員 144 学校教育課
青少年教育に関する企画及び推進に関すること 青少年相談員協議会 32 学校教育課
青少年教育に関する企画及び推進に関すること 触れあい街づくり委員会 2 学校教育課
青少年教育に関する企画及び推進に関すること 子どもセンター事業 50 学校教育課
学校プラザの管理及び運営に関すること 学校プラザ 340 学校教育課
環境保全の企画、調整及び推進に関すること 親と子の市内まるごとクリーン作戦 200 環境推進課
未利用エネルギーの調査、研究及び活用に関すること 新エネルギーの調査研究 55 環境推進課
空地の環境保全に関すること 空き地の適正管理 150 環境推進課
衛生に関すること 薬剤散布 42 環境推進課
害虫等の駆除に関すること 害虫駆除業務 100 環境推進課
蓄犬登録及び狂犬病予防に関すること 畜犬管理システム業務 538 環境推進課
廃棄物の減量及びリサイクルの推進に関すること リサイクルステーション事業 40 環境推進課
廃棄物の減量及びリサイクルの推進に関すること リサイクルの啓発活動 65 環境推進課
一般廃棄物の収集運搬に関すること 粗大ごみの受付 1,900 環境推進課 1
一般廃棄物の収集運搬に関すること 分別指導員制度 35 環境推進課
浄化槽に関すること 届出受付事務 45 環境推進課
高齢者の生きがい対策、社会参加事業に関すること いきがいサロン事業 98 高齢者ふれあい
観光事業の企画、推進及び観光資源の調査、開発に関すること 観光協会業務 305 産業振興課
観光事業の企画、推進及び観光資源の調査、開発に関すること さくら保護 21 産業振興課
内職・労働相談に関すること 各種講座 29 産業振興課
消費者の保護及び教育に関すること 消費生活通信講座・講演会 170 産業振興課
消費者の保護及び教育に関すること 消費生活展 94 産業振興課
消費者の保護及び教育に関すること ＩT来訪者用パソコン利用事業 19 産業振興課
消費者の保護及び教育に関すること 全国消費生活情報オンライン 33 産業振興課
消費者の保護及び教育に関すること 食品表示ウオッチャー制度 500 産業振興課
スポーツ・レクリエーションの企画、振興及び団体の育成指導に関すること 埼玉県体育協会 19 市民ｽﾎﾟｰﾂ課
スポーツ・レクリエーションの企画、振興及び団体の育成指導に関すること 朝霞地区体育協会 46 市民ｽﾎﾟｰﾂ課
スポーツ・レクリエーションの企画、振興及び団体の育成指導に関すること 志木市体育協会 211 市民ｽﾎﾟｰﾂ課
スポーツ・レクリエーションの企画、振興及び団体の育成指導に関すること レクリエーション協会 24 市民ｽﾎﾟｰﾂ課
スポーツ・レクリエーションの企画、振興及び団体の育成指導に関すること スポーツ少年団 36 市民ｽﾎﾟｰﾂ課
国民体育大会の推進に関すること 国民体育大会業務 1,900 市民ｽﾎﾟｰﾂ課 1
市民憲章、都市宣言等に関すること 平和のかたりべ 43 市民活動支援課
国際交流事業及び国際化の推進に関すること 国際交流サロン及びフォーラムの開催 795 市民活動支援課
国際交流事業及び国際化の推進に関すること 外国語版ガイドマップ 101 市民活動支援課
地域間交流に関すること 地域間交流事業事務 382 市民活動支援課
ｺﾐｭﾆﾃｨ意識の向上と推進・ﾎ ﾗﾝﾃｨｱ活動の拠点としての推進及び当ｾﾝﾀｰの設置目的を
達成するために必要な業務

貸し館及び貸し物品等の業務 1,843 市民総合セン
総合ｾﾝﾀｰの利用に関すること 貸し館及び貸し物品等の業務 1,900 市民総合セン
学級及び講座の開設に関すること シルバー大学 204 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること 0ママ集まれ 73 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること わいわいひろば 31 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること わくわくまつり 127 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること ラッコくらぶ 140 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること 四季の講座 33 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること パソコン講座 283 志木公民館
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学級及び講座の開設に関すること 志木小連携 15 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること サークル連携 42 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること サタデーフレンズ 72 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること ヤングセミナー 27 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること Toys Hospital 25 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること 季節の音楽館 24 志木公民館
学級及び講座の開設に関すること サークルリーダー研修会 23 志木公民館
討論会・講演会・展示会等の開催に関すること ふれあいまつり 322 志木公民館
記録・資料・図書等の利用供与に関すること サークル情報誌の作成 100 志木公民館
記録・資料・図書等の利用供与に関すること サークル活動調査表 60 志木公民館
記録・資料・図書等の利用供与に関すること 利用者の会総会・全体会 30 志木公民館
記録・資料・図書等の利用供与に関すること サークル会長・担当者名簿変更届 20 志木公民館
記録・資料・図書等の利用供与に関すること 利用団体一覧 55 志木公民館
記録・資料・図書等の利用供与に関すること サークルロッカー貸し出し 60 志木公民館
記録・資料・図書等の利用供与に関すること アンケートの実施 10 志木公民館
施設等の使用に関すること 貸し館予約業務 1,940 志木公民館
施設等の使用に関すること 備品の貸出 446 志木公民館
施設等の使用に関すること 調理室清掃 150 志木公民館
施設等の使用に関すること 公民館総合補償制度 10 志木公民館
施設等の使用に関すること 公民館安全互助会 20 志木公民館
その他公民館の庶務に関すること 施設管理 920 志木公民館
図書館資料の収集、整理、保存及び利用に関すること カウンター業務 1,900 志木図書館 1
図書館資料の収集、整理、保存及び利用に関すること 書架整理 2,300 志木図書館
図書館資料の収集、整理、保存及び利用に関すること 配架 1,560 志木図書館
学級及び講座の開設に関すること 高齢者事業 223 宗岡公民館
学級及び講座の開設に関すること ＩＴ支援事業 256 宗岡公民館
学級及び講座の開設に関すること 子育て支援事業 145 宗岡公民館
学級及び講座の開設に関すること 青少年事業 86 宗岡公民館
学級及び講座の開設に関すること よみきかせ事業 98 宗岡公民館
学級及び講座の開設に関すること 一般・成人事業 234 宗岡公民館
討論会、講演会、展示会等の開催に関すること 宗岡公民館まつり 369 宗岡公民館
討論会、講演会、展示会等の開催に関すること 人形劇公演 12 宗岡公民館
施設等の使用に関すること 部屋の貸出 1,722 宗岡公民館 1
施設等の使用に関すること 共用部分の管理 366 宗岡公民館
記録、資料、図書等の利用供与に関すること カウンター業務 621 宗岡公民館
記録、資料、図書等の利用供与に関すること 書架整理 350 宗岡公民館
記録、資料、図書等の利用供与に関すること 配架 200 宗岡公民館
社会教育関係団体の活動及び推進に関すること 友の会 262 宗岡公民館
社会教育関係団体の活動及び推進に関すること サークルの育成 82 宗岡公民館
その他公民館の庶務に関すること 施設管理 245 宗岡公民館
学級及び講座の開設に関すること 子育て支援事業（ひとりで子育てしない 99 宗岡第２公民館
学級及び講座の開設に関すること 子ども広報活動　　　（プチふれんず） 65 宗岡第２公民館
学級及び講座の開設に関すること 青少年事業 242 宗岡第２公民館
学級及び講座の開設に関すること 高齢者事業　（寿大学） 228 宗岡第２公民館
学級及び講座の開設に関すること 一般・成人事業 99 宗岡第２公民館
学級及び講座の開設に関すること よみきかせ事業 343 宗岡第２公民館
討論会・講演会・展示会等の開催に関すること 総合センターまつり 95 宗岡第２公民館
記録、資料、図書等の利用供与に関すること カウンター業務 223 宗岡第２公民館
記録、資料、図書等の利用供与に関すること 書架整理 450 宗岡第２公民館
記録、資料、図書等の利用供与に関すること 配架 600 宗岡第２公民館
社会教育関係団体の活動及び推進に関すること 生涯学習グループ情報 2 宗岡第２公民館
その他公民館の庶務に関すること 施設管理 1,216 宗岡第２公民館
広聴活動に関すること 掲示板の許可・管理業務 114 情報課
広報活動に関すること 広報主任事務局 49 情報課
広報活動に関すること 「しきほっとテレビ」企画 312 情報課
広報活動に関すること 貸し出し用ビデオ管理業務 50 情報課
広報活動に関すること 市民ビデオ特派員 51 情報課
広報活動に関すること 市民アナウンサー 50 情報課
市政の報道に関すること 新聞スクラップ 1,905 情報課 1
市政に関する要望等の即時処理及び処理に係る連絡調整 窓口案内受付 2,010 情報課 1
市政に関する要望等の即時処理及び処理に係る連絡調整 窓口資料の管理・配付 362 情報課
市政に関する要望等の即時処理及び処理に係る連絡調整 会議の公開・開催の告知 229 情報課
公印の管理、文書の収受及び保存に関すること 文書浄書 1,897 政策審議室 1
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社会教育に関すること 子育て学習全国展開事業 179 生涯学習課
社会教育に関すること 成人式 640 生涯学習課
社会教育関係団体に関すること 社会教育関係団体の指導育成 138 生涯学習課
社会教育関係団体に関すること 社会教育関係団体指導者研修会 46 生涯学習課
生涯学習の推進に関すること 生涯学習推進計画 640 生涯学習課
生涯学習の推進に関すること 生涯学習ネットワークシステム業務 200 生涯学習課
社会同和教育に関すること 人権教育指導研修事業 144 生涯学習課
社会同和教育に関すること 人権教育推進事業 103 生涯学習課
文化芸術活動に関すること 文化芸術事業に係わる業務 543 生涯学習課
文化芸術活動に関すること 朝霞地区四文連に係わる業務 100 生涯学習課
文化行政の推進及び文化事業等の調整に関すること 文化芸術振興計画の策定 383 生涯学習課
社会教育資料の刊行及び配布に関すること 学校週５日制に係わる情報提供 640 生涯学習課
社会教育資料の刊行及び配布に関すること サークル情報誌 120 生涯学習課
文化財に関すること 指定文化財の保存・管理業務 1,898 生涯学習課
文化財に関すること 文化財説明板の管理業務 15 生涯学習課
文化財に関すること 文化財調査業務 1,800 生涯学習課
郷土資料館に関すること 郷土資料館管理・運営業務 1,900 生涯学習課 1
道路及び橋りょうの計画、整備、維持管理に関すること 道路パトロール事業 939 都市整備課
公園及び児童遊園の計画、整備、維持管理に関すること 公園・緑地パトロール業務 375 都市整備課
公園及び児童遊園の計画、整備、維持管理に関すること 施設維持管理委託業務 1,363 都市整備課 1 1 1
緑地保全及び緑化の推進に関すること 施設維持管理委託業務 931 都市整備課
緑地保全及び緑化の推進に関すること ホタルの里づくり業務 472 都市整備課
ふれあい号に関すること 運行管理事務 72 福祉課
献血に関すること 献血の実施 54 保健センター
公衆衛生知識の普及に関すること 地区組織育成講演会 32 保健センター
成・老人保健に関すること 三世代・子育て支援交流会 97 保健センター
歯科保健に関すること フッ素塗布 55 保健センター
健康づくりに関すること 元気で長生きの集い 327 保健センター
健康づくりに関すること 健康まつり 479 保健センター
健康づくりに関すること 自主体操グループ育成 22 保健センター
保健センターの維持管理に関すること 施設維持管理 86 保健センター
国民健康保険事業に関すること 健康まつり参加 20 保険年金課
国民健康保険事業に関すること 書道コンクール 22 保険年金課
交通安全施設の設置及び維持管理に関すること 交通安全施設パトロール 150 防災交通課
放置自転車対策に関すること 放置自転車防止指導・パトロール 988 防災交通課
放置自転車対策に関すること 無料駐輪場整理・誘導・清掃 42 防災交通課
放置自転車対策に関すること 放置自転車保管所返還・清掃 200 防災交通課
違法駐車対策に関すること 違法駐車防止指導・パトロール 42 防災交通課
図書館資料の収集、整理、保存及び利用に関すること カウンター業務 3,900 柳瀬川図書館 2
図書館資料の収集、整理、保存及び利用に関すること 書架整理 柳瀬川図書館
図書館資料の収集、整理、保存及び利用に関すること 配架 柳瀬川図書館

委託化職員減予定 3 17 16 10 計 3 14 21
２２所属

職員退職数 12 12 12 10
＊職員１人年間１，９１５時間を目安としている。
　委託する業務が１，９１５時間以下でも職員を減するので、臨時の活用を行うものである。
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